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我が国の少子化問題は 1989 年の出生率に関する「1.57 ショック」以降注目されるようになり、
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その後、人口増加率は大きく上昇し、1950 年までの 200 年間で更に 3 倍以上の 25 億人にまで増加
した（Levi-Bassi(2012)）5。増加率は 1970 年代以降低下傾向にあるが、総人口は、2000 年には 61




























 これに対して、一般に「出生率(fertility rate(あるいはbirth rate))」とは、出生力の指標・尺度の一つと位置づけられ
る。本稿では、特に断りない限り、このうち、最も一般的な指標の一つである合計特殊出生率(TFR: total fertility rate)」
を「出生率」と表記している。 
  厳密には「出生力」という概念と「出生率」という指標は異なるが、文献によっては同義で使われている。 (岩澤
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(20世紀後半の人口開発問題－人口政策のパラダイム転換－) 
















ント(gender equality, equity and empowerment of women)が強調された。こうした ICPD行動計画の考え
方は、1995年の第4回世界女性会議 14、ミレニアム開発目標(MDGs15)を経て、現在の持続的開発目
標(SDGs16、国連総会採択(2015年))につながっている(国際協力事業団(2003)、阿藤(2012a)、 国連総
会採択(2015)、内閣府男女共同参画局ホームページ 17、UNFPAホームページ 18等)。 
                                            
11 国連人口活動基金は1987年に現在の名称である国連人口基金(United Nations Population Fund)となった。しかし、
UNFPAという呼称は、既に浸透していたため現在もそのまま使われている。 
12 インドの政府代表は「開発は最良の避妊薬である」とした。 
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(途上国と先進国の出生力低下とそのコンバージェンス) 









まで低下した後、2008 年には 1.83 まで回復したが、以降、停滞し、2014 年で 1.74 となっている。















もちろん、2015 年調査においても、世界の 83 か国(すべて途上地域)が出生力を「下げる」とし
ており、出生力の引下げが依然として多くの途上国の課題であることに変わりはない。しかし、先
進地域で「引き上げる」としている国の数は、7(1976 年)⇒8(1986 年)⇒16(1996 年)⇒24(2005 年)⇒
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(図 1) 世界人口の推移（1000人単位） 
 
資料) United Nations, World Population Prospects 2015. 
備考) 
・2020～2100年は中位推計値。 




(図 2) 粗出生率と粗死亡率（人口 1000対） 
【途上地域(Less Developed Regions)】    【先進地域(More Developed Regions)】 
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(図 3) 合計特殊出生率の推移 
 
資料) World Bank, World Development Indicators. 
 
(図 4) 先進地域・途上地域各国の出生力に関する政策の推移 
【途上地域(Less Developed Regions)】      【先進地域(More Developed Regions)】 
(国数)                       (国数) 
  
資料) United Nations, World Population Policy Database. 
備考) 
・国連実施の人口政策に関するクエスチョネアのpolicy on fertility levelに対する回答か 
ら作成。回答には、 “lower” “maintain” “no official policy” “raise”の4種類がある。 
(ただし、2013年調査までは “no official policy”はなく、 “no intervention”という 
選択肢があった。) 
  ・調査は1976、86、96、2001、03、05、07、09、11、13、15年に行われており、 
  本グラフ・表は、うち5時点のデータを用いて作成。 
  ・2015年調査で raiseと答えた途上地域アジア17か国は以下のとおり。 
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種多様である。例えば、Balbo et al.(2013)は、先進国 20における出生力の決定要因について包括的に













20 世紀初頭には約 4 であった米国の出生率は急速に低下し、1940 年代には 2 近くにまで落ちた
(Hotz et al.(1997))。第2次大戦後には 1946～64年 24の長きにわたるべビーブーム(3を超える出生率
を記録)を経た後、出生率は再び低下した。1978 年に 1.76 を記録して以降は、出生率は増加傾向で
推移し、1989～94年、1999～2009年に 2を超えたが、2014年では1.86となっている(人口統計資料
集、World Development Indicators、図5)。 
一方、女性労働参加率 25は 1960 年の 42％から 90 年代後半には 70％を超える水準にまで上昇し
たが、足下では 60％台後半で推移している(OECD Stat、【コラム1】)。 
ペンシルべニア学派のEasterlinは、米国のベビーブームを説明すべく、青年男子の所得が両親の
過去の所得に対して高ければ、見通しが明るくなるので子供を持つとする相対所得仮説を提示し、




                                            
20 Balbo et al.(2013)は、ここでの先進国の定義を「避妊が既に defaultの選択肢となっている」ところとしている。 
21 人口転換論を出発点とした出生力低下の背景に関する議論全般の大きな流れをレビューした文献として、
Hirschman(1994)、Kirk(1996)、Mason(1997)、Bongaarts et al.(2000)、河野(2007)等が挙げられる。 
22 出生力低下に関する経済学的なアプローチの全体あるいは一部を詳しくレビューしたものとして、大淵(1988)、Arroyo et 
al.(1997)、Hotz et al.(1997)、加藤(2001、2007)等がある。 
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する考え方の伝播こそが、出生力の低下に対してより大きな影響を持つ可能性があるとした。 
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既にみたように OECD 諸国の出生率は 1980 年代半ばから置換水準(2.1)を下回っている
(below-replacement fertility)。しかし、出生率をめぐる国々の状況は多様である。ドイツ、日本では、
90年代から2000年代初頭にかけては 1.3 を下回る lowest-low fertilityも記録したのに対して、スウ
ェーデン、フランス、イギリス、アメリカといった国々では、1.5 を下回る very-low fertilityには到
っていない。また、90 年代後半から 2000 年代初頭にかけて多くの国で出生率の下げ止まりと小さ
なリバウンドがみられたが、その動きは近年やや停滞傾向にある。 
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tempo adjusted TFRによれば、米国の 1970、80年代の置換水準を下回る(合計特殊)出生率の大部分
は出産年齢の上昇によって説明される。即ち、当該期間においては、出産を将来に先送りする若い
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世代と早々に出産を終えた高い世代が共存したため、各世代のその時点での出生率を足しあげた(合
計特殊)出生率は低くなる。しかし、やがて出産年齢の上昇が止まればこうした効果はなくなり、そ
れが 1980 年代終わり頃の米国における(合計特殊)出生率の上昇につながったとした(Bongaarts et 
al.(1998))。 
Goldstein, Sobotkaらは、lowest-low fertilityを経験した国々の状況の分析を通じて、1990 年代の初





とした(Goldstein et al.(2009))。 




1970年代出生コホートでは安定するであろうとした(Bongaarts et al.(2012))。 . 
Myrskylä,Goldsteinらは、37の先進国のデータを分析し、①これらの地域の平均の出生率が1.5に
過ぎないのに対して、70 年代半ば生まれの女性のコホート出生率は約 1.8 と顕著に高いこと、②
very-low fertilityを経験した全ての地域でコホート出生率が横ばいないしは増加していることを示し
た(Myrskylä et al.(2013))。 
 
（経済社会の発展と出生力の回復） 
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一人当たりGNIと出生率の間に逆 J 字型の関係を示した前述のLuci and Thévennonは、一人当た
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負から正に反転するのは経済発展が女性雇用の増加を伴う場合だけであるとした。また、経済成長
に伴い、仕事と家庭の調和をサポートする追加的な制度の変革が出生率の増加に必要だとした(Luci 





























1972～2012 年の出生率と女性労働参加率のタイムシリーズデータが U 字型に動いていることを示
し、その理由として、両者のトレードオフはなくなっていないが子供を持つ女性の労働環境改善に
よって両者の関係がシフトしたのだろうとした 36。加藤(2016)は、女性労働参加率をX 軸、出生率
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   (理想子供数は依然二人(Sobotka et al.(2014)))、 
・ 出生率のリバウンドがみられる。また、Bongaarts et al.(2012)は出生率のquantum効果部分が
過去20年間ほぼ安定していたことを指摘 
・ 「教育水準の高い層は、自己実現を優先し子供数が少なく、慣習的でないパートナーシップ










Values SurveyとEuropean Values Surveyの質問に対する23か国の回答をジェンダー平等の指標とし
て X 軸におき（数値が高いほど男女平等）、各国の離婚・別居・独身女性の比率を Y 軸とすると、
1980年代後半には右上がりの関係、即ち、男女平等な国ほど離婚・別居・独身比率が高いという関
係があった。しかし、それが、2000 年代後半には逆 U 字型(椀をふせたような型)に変化している。
即ち、逆U字型の左側に位置する東欧等では、男女平等度、離婚・別居・独身女性の割合が共に低
く、逆U字型の上部に位置する米国等では、男女平等度が中位である一方、離婚・別居・独身女性
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の割合が高い。しかし、逆U字型の右側に位置し男女平等度が最も高い北欧等では、米国等よりも
離婚等女性の割合が少ない(Esping-Andersen et al.(2015))。 

























1 で示したとおりだが、人口推計で大きな要素を占める出生率については、Goldstein et al.(2009)、
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   日本              イタリア  
     
   フランス             英国 
     
米国               スウェーデン 
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性労働参加率と一人当たり所得のU字型の背景にある最も重要な要因は教育であり、女性の教育水
準が中等教育以上になると労働市場へ参入することが経済的に見合うようになるとした。 
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韓国では、1962 年に出生抑制策を開始したが、出生力が急速に低下したのは 1970 年代の急速な
工業化の進展と軌を一にしており、それは貧困からの脱出のための家族規模制限へのモチベーショ
ンと出生抑制への社会の支持故であるとされる。その後、1996 年に人口抑制策は中止され、2003
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この結果、1974～76 年に都市部 4.5、郡部 5.0 だった出生率は、2005～06 年には、都市部、郡部






                                            
42 Knodelは前述のEuropean Fertility Projectのメンバーでもある。 
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    ・相対的に貯蓄率の高い生産年齢人口の増加(特に40～50代の貯蓄率が高い) 
・人的資本 














栄えさせる力としての「2つめのdemographic devidend」になりうるとした(Mason et al.(2005))。 
大泉(2007)は、高齢化が加速するアジアにおいて、その繁栄の持続を楽観視することは許されな









                                                                                                                                
加に伴う経済の生産性押上げ、と定義している(http://www.unfpa.org/demographic-dividend)。 
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人口構造からみて demographic dividendを得られる可能性のある時期を指す言葉として demographic 
windowも使われている。 




















が見込まれているが、これらの国々においても2100年までには人口減少局面に入る見込みである。                                             
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(出生力に関する政策への影響) 
以上みてきたような状況変化は、出生力に対する政策の在り方に大きな影響を及ぼしつつある。 
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【コラム 3】インドネシアの出生力と女性労働参加 
 
インドネシアの出生率は、1960 年の 5.7 から、1990 年 3.1、2014 年 2.5 と低下してきている。一
方で女性労働参加率は、1990 年の 51.9％から 2014 年で 53.5％と必ずしも大きく変化していない
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都市部               郡部 
   
 
子供数 




資料) National Statistical Office (2011) 
  Preliminary Report, The 2010 Population and Housing Census, Thailand. 
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り、既に四半世紀が経過している。出生率は 2005 年に 1.26 を記録して以降、やや回復傾向がみら
れるが、2015年で1.45と very-low fertilityにとどまっている(人口動態統計)。国立社会保障・人口問
題研究所の 2017 年推計では、中位推計における 2065 年の出生率を 1.44 とし、総人口は 2015 年の
1 億2709万人から、2065年には8808万人にまで減少するとしている。更に出生仮定を変えたシミ
ュレーションも行っており、例えば 2065 年の出生率を 1.80 に設定した場合には、同年の総人口が
1 億45万人となるとしている(国立社会保障・人口問題研究所(2017))。 
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Luci et al.(2014)等を踏まえ、2014年のデータで各国の国連人間開発指数と出生率の関係をみると、
東アジアの国々は、フィリピンを除き、我が国を含めた殆どが赤い近似線よりも下に位置しており、
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資料) World Bank, World Economic Indicaters. 
   UNDP（2015）Human Development Report. 




     TFR＝11.5 ×HDI^2 －22.8×HDI ＋12.8 
              (5.22)           (-7.75)       (13.5)     ・・・t-value 
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